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１．はじめに
　（独）日本原子力研究開発機構（以下「機構」
という）は、高レベル放射性廃棄物の地層処分
に関わる深地層の調査技術や工学技術の信頼性
向上を目的として、北海道幌延町にて「幌延深
地層研究計画　地下研究施設整備事業」を実施
している。同計画では、地下深度 500m までの
3本の立坑と、深度 140mと 250mに各立坑間の
連絡坑道、深度 350m と 500m に周回試験坑道
からなる地下研究施設の建設を予定している。
建設工事の受注者である、大成・大林・三井住
友特定建設工事共同企業体（以下「企業体」と
いう）は図－ 1に示す通りⅠ期工事（平成 17 年
10 月～平成 23 年１月）において、換気立坑（内
径 4.5m）および 1 本のアクセス用立坑（東立
坑、内径 6.5m）を深度 250m まで掘削した。ま
た、Ⅱ期工事（平成 23 年 2 月～平成 31 年 3 月）
においては、換気立坑、東立坑およびもう 1本
のアクセス用立坑（西立坑、内径 6.5m）を深度
350mまで掘削する予定である。掘削対象となる
岩盤は、新第三紀堆積岩であり、深度約 250m
までが珪藻質泥岩からなる声問層、それ以深が
珪質泥岩からなる稚内層である。
　本工事においては、掘削深度が 300m 以上と
大深度となることから、施工を進める上で墜落
災害、飛来落下災害、揚重災害などが予想され、
その発生時には重大な災害となることが想定さ
れる。また、坑径の狭小な中での作業を強いら
れることから、挟まれ・巻き込まれ災害も想定
される。さらに、事前の調査結果から、上述し
た声問層、稚内層ではメタンガスを含有してい
ることが報告されており、深度 500m では地下
水 1 リットルに対して大気圧下で約 1.5 リット
ルのガスの湧出が予想されている。

　これらのリスクに対して、企業体では、リス
クマネージメントを行い、設備の改善でリスク
を回避する場合と、監視や基準、ルールの設定
など、ソフト面で回避する場合を設け、リスク
の重篤度、頻度に応じて、そのどちらか、若し
くは両者を組み合わせて、安全でかつ経済的、
効果的な対策を講じている。
　本書では、本工事において最も重大なリスク
の一つである、メタンガス対策への取り組みに
ついて報告する。

図− 1　地下研究施設レイアウト



　　
２．メタンガス対策の概要
　地層、地下水から湧出するメタンガスは、そ
の濃度によっては、引火すると爆発、火災の原
因となる。このため、メタンガスの湧出を低減し、
湧出したメタンガスについては、その濃度を低
減する措置が重要となる。一方で、これらの実
施にもかかわらずメタン濃度が爆発下限値の一
定の割合以上に上昇する際には、メタンガスの
湧出箇所、メタンガス濃度上昇範囲などの湧出
状況を把握し、メタンガス濃度に応じて、電気
機器、火気の取り扱いを制限し、場合によって
は作業員を適切に退避させる必要がある。これ
らのことから、当工事においては、以下の管理
を実施している。
（1）事前調査（地層、地下水に含まれるメタン
ガス量、濃度の把握）

（2）通気解析（シミュレーション）による送風機、
集塵機、風管仕様の決定

（3）止水グラウト工によるメタンガスの湧出低
減対策

（4）内燃機関の使用禁止、防爆機器の採用
（5）メタンガス管理体制の設定
（6）メタンガス湧出状況の監視モニタリング
　このうち、（1）、（2）については、工事受注前
に既に機構で実施され、設計条件として提示さ
れている。
　企業体としては、（3）～（6）について日常の
安全管理活動に組み込み管理している。そこで、
ここでは止水グラウト工によるメタンガスの湧
出低減対策、防爆機器の採用、メタンガス管理
体制、メタンガス湧出状況の監視モニタリング
について報告する。
　　
３．メタンガス湧出低減対策
　　としての止水グラウト
　メタンガスは地層および地下水に溶存してい
る。特に地下水からは、深度 500m において、
大気圧下で地下水量の約 1.5 倍の体積のメタン
ガスが湧出すると報告されている。一方で、当
サイトにおいては、深度 250m 以深に透水性の
高い断層の存在が確認されている。このため、
メタンガスの湧出を低減するためには、まずは
透水性の高い断層位置における湧水を低減する
ことが重要である。そこで本工事においては、
断層の出現が予想される深度において、立坑周
辺約 3mを改良範囲とし、止水グラウトを実施
している。図－ 2に、立坑および止水グラウト
の注入結果と断層の位置関係を示す。

図− 2　立坑とグラウト（注入量）
※断層を円盤でモデル化

　　
４．内燃機関の使用禁止と
　　防爆機器の採用
　前述の通り止水グラウトを実施したとしても、
湧水、メタンガスの湧出を完全に止めることは
不可能であり、設備（ハード面）およびメタン
濃度に応じた作業基準などのソフト面での防爆
対応が望まれる。ここでは、ハード面での防爆
措置について報告する。坑内においては原則と
して内燃機関の使用を禁止しているが、特に切
羽と吸気風管の間については、「防爆エリア」と
して、全ての電気機器類を防爆仕様としている。
具体的な防爆製品としては、電動バックホウ（耐
圧防爆）、水中ポンプ（耐圧防爆）、照明設備（耐
圧防爆）、メタンガス検知器など各種センサ（本
質安全防爆）などがある。

　　
５．メタンガス管理体制
　ソフト面での対応としては、メタンガス濃度
を低下させるための送風量、吸気量の増加や、
電気、火気の使用制限を行う際の実施時期、基
準の整備、メタンガス湧出時のメタンガス濃度
に応じた管理体制の体系化が重要となる。
　次の表に、本工事おいて設定しているメタン
ガス濃度に応じた管理体制を示す。

耐圧防爆・・・・・

本質安全防爆・・・

点火源を耐圧性の容器に入
れ、たとえガスが侵入して爆
発が起きたとしても爆発の
影響が周囲に及ばない構造
点火源とならないようエネ
ルギーを抑制した機器



（1）管理レベル 1（メタンガス濃度 0%～ 0.25%）
では、特に作業制限を設けず、坑内入坑ルー
ルとしてハンディー型のガス検知器を携帯し、
随時メタン濃度を確認することとして、通常
作業としている。

（2）管理レベル 2（メタンガス濃度 0.25% ～ 0.5%）
では、火気の取り扱いを禁止し、また電気機
器類についても非防爆製品については取り扱
いを禁止している。

（3）管理レベル 3（メタンガス濃度 0.5% ～ 1.0%）
では、管理レベル 2の作業制限に加えて、発
破作業も禁止している。この際、地上からの
送風量の増加、風門の開閉、局所換気により
メタンガス濃度の低い箇所からフレッシュな
エアーを送り込むことなど、環境改善を検討、
実施する。

（4）管理レベル 4（メタンガス濃度 1.0% ～ 1.3%）
では、警報として坑内にパトライトを点灯さ
せ、メタンガス湧出、濃度低減対策以外の作
業を中止し、退避することとしている。

（5）管理レベル 5（メタンガス濃度 1.3% ～ 1.5%）
では、警報としてパトライトに加えて、サイ
レンを作動させる。作業を全て中止、退避とし、
集じん機の風量の増加、メタンガスを湧出し
ている湧水を止水するポストグラウトを計画
するなど、抜本的な対策を検討、協議するこ
ととしている。

（6）管理レベル 6（メタンガス濃度 1.5% 以上）
では、坑内の電源遮断を行う（電源遮断を行
う対象範囲についてはメタンガス濃度に応じ
てその都度設定する）。

　　
６．メタンガス湧出状況の
　　監視モニタリング
　前述の通り取り決めた管理体制、基準を適切
かつ円滑に運用するために、メタンガス湧出状
況の監視モニタリングを実施している。監視モ
ニタリングは、ガス濃度の上昇が予想される箇
所に固定式のガス濃度計を設置し、その測定結
果を企業体事務所内の中央監視室においてリア
ルタイムで監視するものである。

写真− 1　中央監視室風景

写真− 2　ガス監視モニタリング画面

表　メタンガス管理体制表（メタンガスの爆発下限値 5% に対して）



　大深度立坑については、近年国内における施
工実績が少なくなっている一方で、持続可能な
社会を維持するために欠かせないものとして再
認識されつつある２）。今後も大深度立坑におけ
る湧出ガス対策の技術についてさらなる改善に
努める所存である。また、今回開発した設備や
システムおよび体系化した管理体制などについ
て、地下空間施工時への適用についても併せて
検討していく。
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　監視モニタリングについては、以下の有用性
が確認されている。
・メタンガス濃度が管理基準値に達した際に、

坑内の各作業班の職長にPHSで連絡し、各作
業班がメタンガス濃度に応じた作業体制を迅
速にとることが可能となる。

・メタンガス濃度の上昇範囲を明確に把握する
ことが可能であることから、メタンガス濃度
に応じた作業体制と対象範囲を適切に設定す
ることが可能となる。

・さらに、送風量の増加や風門の開閉など対策
の実施に伴うメタンガス濃度の変動状況を確
認しながら行うことも可能となる。

　なお、固定式ガス濃度計では、酸素濃度や一
酸化炭素濃度、二酸化酸素濃度なども併せて測
定している。

　　
７．まとめ
　本書では、機構発注の「幌延深地層研究計画
地下研究施設整備事業」におけるメタンガスの
管理方法について報告した。現在、換気立坑の
深度 290m（／計画深度 500m まで）、東立坑の
深度 250m（／計画深度 500m まで）を、グラウ
トの止水効果を確認しながら掘削中である。
　メタンガスの湧出状況については、断層部に
おいて 0.5% ～ 1.3% までの上昇が確認されてい
るが、整備した管理体制に基づいて適切に管理
している。メタンガスの濃度を低下させる対策
を行う上では、監視モニタリングの有用性が確
認されている。


